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歴史的市街地における空地と町屋の景観評価に関する研究 
-京都市東山区祇園地区における建築物の隔離距離と用途地域の関係- 
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1. 研究背景と目的 

歴史的市街地における,人口減少や歳月の経過によ

る変化から発生してきたと思われる空き家・空き地の

発生は,歴史的建造物の連続性の損失と地区の空洞化

を招くため,近年深刻な問題として捉えられている。1~2)

しかし古い建築物の集合体である歴史的市街地におい

て,解体や老朽化に伴って生じる「空き家」・「空き地」

というものは,淘汰と再生産という意味においては自

然な存在であるともいえる。 

また歴史的市街地では,地域特性や歴史的特性を生

かしたまちづくりや景観保全などの取り組みがなされ

ている。 

しかし空地があることによって,地域の連担や景観

に影響を及ぼすと考えられる。そこで本研究では,空地

が地域の空間にどう影響を与えるのかについて検討を

行う。 

具体的には,重要伝統的建造物群保存地区の祇園新

橋地区や産寧坂地区などを含む京都府京都市東山区の

一部の地域を対象に,家屋と家屋の建築物同士の隔離

距離を計測することによって空地の存在を明らかにし,

その空地が景観に対する影響を考察していくことを目

的とする。 

 

2. 研究方法 

2.1. 研究対象地域 

 

図 1 対象地域図 

研究対象地域を,京都府京都市東山区の弁財天町,元

吉町,末吉町,清本町,橋本町,常盤町,富永町,廿一軒町,

中之町,川端町,祇園北町,祇園南町,林下町,円山町,清

井町の計 15 町（以下,祇園地区）の住宅地とした。 

祇園地区は,重要伝統的建造物群保存地区（以下,重

伝建地区）や伝統的景観保全地区にも選ばれ,歴史的町

並みを維持保存している祇園新橋地区 3)や産寧坂 3)を有

している地域である。 

 

図 2 祇園新橋地区 

 

写真 1 祇園の重伝建築群の街並み 

2.2. 使用データ 

建築物の空間データとして国土基盤地図情報「建築

物の外周線」を用いた。また,用途地域の空間データと

して,京都府京都市役所の京都市都市計画情報 4)を用い,

対象地域を容積率 200%,400%,600%,建蔽率 60%,80%の

計 5 分類に分割した。 
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2.3. 隔離距離と空地 

隔離距離の測定方法は,ArcGIS 上の計測ツールを使

用し,通りに面している建物のうち,隣り合っている建

物の端から端までの距離を計測した（以下,建物間の隔

離距離）。 

ArcGIS 上で対象地域の,東西方向と南北方向のそれ

ぞれの通りに面している家屋と家屋の間の隔離距離を

すべて計測した。次にそれらのデータを用途地域ごと,

数値ごとに分析し視覚化し,用途地域と重伝建の祇園

新橋地区とそれぞれ比較を行い,空地の存在が地域に

どのような影響を及ぼしているのか,考察していく。 

「空地」とは,道路を除くすべての建物の建っていな

い土地のことを指すこととする。 

 

 

図 3 容積率 400% （西-東） 

3. 研究結果 

 まず 2.2.で述べた通り,GIS と国土基盤地図情報を用

いて算出した建物間の隔離距離の数値を,対象地域の

東西方向（西-東）,南北方向（北-南）に分けて分析し,8

段階に可視化した（図 4,5）。 

次に対象地域の用途地域ごと（容積率 200%,400%,  

600%,建蔽率 60%,80%の計 5 分類）の建物間の隔離距離

の数値を,東西方向（西-東）,南北方向（北-南）に分

けてグラフとして算出した（図 6～15）。また,それぞれ

の合計隔離距離,建物数,建物間の平均隔離距離を算出

し,表にしたものが表 1,2 で示されているものである。 

祇園地区の建物数は計約 1502 軒,そのうち東西方向

の通りに面しているのは約 648 軒,南北方向に面してい

るのは約 613 軒であった。 

 

図 4 容積率 400% （北-南） 

 

図 5 祇園地区の建物間の隔離距離（西-東） 
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図 7 容積率 600% （西-東） 

 

 

図 9 建蔽率 80% （西-東） 

 

 

図 8 容積率 600% （北-南） 

 

 

図 10 建蔽率 80% （北-南） 

 

 

図 6 祇園地区の建物間の隔離距離（北-南） 
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表 1 建物間の隔距離（西-東） 

西-東(横) 合計隔離距離[m] 建物数 平均隔離距離[m]

祇園地区 3062.4 649 4.7

祇園新橋地区 77.8 33 2.4

容積率200 636.5 53 12.0

容積率400 1913.5 493 3.9

容積率600 306.5 103 3.0

建蔽率60 688.3 64 10.8

建蔽率80 2168.2 585 3.7  

 

表 2 建物間の隔離距離（北-南） 

北-南(縦) 合計隔離距離[m] 建物数 平均隔離距離[m]

祇園地区 2357.8 613 3.8

祇園新橋地区 12.0 4 3.0

容積率200 326.7 33 9.9

容積率400 1756.7 514 3.4

容積率600 205.4 66 3.1

建蔽率60 344.5 35 9.8

建蔽率80 1944.3 578 3.4
 

 

 

4. 考察 

 まず図 5,6 より,町に関係なく祇園地区の建物間の隔離

距離が一様ではなく,空地は偏在していることが伺える。ま

た東部の地域になればなるほど建物間の隔離距離が大き

いことがわかる。 

 次に図 3,4,7～10 より,どのグラフの建物間の隔離距離

は 1～10[m]のような大体同じような数値をとり, 50[m]以

上の数値が大きい（空地が目立つ）ものがあると見受けら

れる。 

 また表 1,2 より,祇園地区の平均隔離距離が 3.8～4.7[m]

なのに比べて,重伝建地区に選ばれている祇園新橋地区は

2.4～3.0[m]と数値が低い結果となった。用途地域別にみ

ると,容積率 200%を除くすべての分類の東西方向と南北

方向の平均隔離距離の数値は,2.4～3.9[m]である程度同じ

数値であった。容積率 200%の平均隔離距離のみ東西方向

の数値の方が南北方向の平均隔離距離よりも約 2[m] ほど

大きいといった結果となった。 

建物数は東西方向 , 南北方向共に容積率別では

400%,600%,200%の順で多く,建蔽率別では 80%が 60%に

くらべて多い結果となった。しかし,平均隔離距離は東西方

向,南北方向共に容積率別では 600%,400%,200%の順で小

さく,建蔽率順では 80%,60%という順で小さいという結果

となった。これらのことから容積率と建蔽率ともに,規制が

緩いほどの平均隔離距離は小さくなる傾向にあることが

わかる。 

ここで重伝建地区に選ばれている祇園新橋地区は,容積

率 400%,建蔽率 80%の用途地域に分類されていたことか

ら 4),容積率よりも建蔽率の方が建物間の隔離距離に影響

があるのではないかと考察される。ただし,祇園新橋地区の

平均隔離距離が約 2.5～3.0[m] と祇園地区の平均隔離距

離と比べるとかなり低い数値であること,重伝建地区のみ

保存地区として土地計画とは別の保存計画がある為,それ

らによるものとも考えられる。 

 車一台が通れる距離の 2.5[m]～道幅の 4.0[m]が建物間

の隔離距離の最大値の理想だったため,重伝建地区を筆頭

に,容積率 600%,建蔽率 80%あたりでの土地計画が連担を

損なわせずに街並みを保存できると考えられる。 

 

5. まとめ 

 本稿では,国土基盤地図情報を用いて,京都府京都市東山

区にある祇園付近を対象とした建物間の隔離距離を計測

し,空地と景観についての研究を行った。用途地域と隔離距

離の関係性を見出し,景観分析への可能性にふれた。今後は

建物の連担性など,より具体的な分析方法を開発し,考察を

すすめたい。 
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